
臨時福祉給付金の支給（事務費）

　平成26年4月1日実施の消費税率の引上げに対処した低所得者への臨時福祉給付金の支給に係る事務費が国の補正

予算の対象となったことから、年度内に予算化したが、年度内執行が不可能なことから、事業費を繰り越したもの

である。

款 3　民生費

項 1　社会福祉費

目 1　社会福祉総務費

（単位　円）

既 収 入

特 定 財 源 国 庫 支 出 金 都 支 出 金 市 債 そ の 他

3

7

9

11

12

13

職員手当等 3,623,000

168,982,000

34,000

需 用 費 1,993,000

役 務 費 4,878,000

委 託 料 151,984,000

計 168,982,000

５ 平 成 25年 度 一 般 会 計 繰 越 明 許 費 繰 越 調 書

事 業 名

節
翌 年 度

繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

賃 金 6,470,000

旅 費
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子育て世帯臨時特例給付金の支給（事務費）

のである。

款 3　民生費

項 3　児童福祉費

目 2　児童保護費

（単位　円）

既 収 入

特 定 財 源 国 庫 支 出 金 都 支 出 金 市 債 そ の 他

3

7

9

11

12

13

賃 金 2,353,000

旅 費 11,000

需 用 費

64,060,000計

757,000

役 務 費 2,069,000

委 託 料 57,493,000

職員手当等 1,377,000

64,060,000

　平成26年4月1日実施の消費税率の引上げに対処した子育て世帯への臨時特例給付金の支給に係る事務費が国の補

正予算の対象となったことから、年度内に予算化したが、年度内執行が不可能なことから、事業費を繰り越したも

事 業 名

左 の 財 源 内 訳

節
翌 年 度

繰 越 額
未 収 入 特 定 財 源

一 般 財 源
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成人保健（がん検診等）

　平成21年度から24年度までに配布した無料クーポンの未利用者を対象に実施する乳がん及び子宮頸がん検診に係る

事業費が国の補正予算の対象となったことから、年度内に予算化したが、年度内執行が不可能なことから、事業費を

繰り越したものである。

款 4　衛生費

項 1　保健衛生費

目 4　保健事業費

（単位　円）

既 収 入

特 定 財 源 国 庫 支 出 金 都 支 出 金 市 債 そ の 他

12

13

新館清掃工場建設

　新館清掃工場の建設に係る基本計画策定費及び旧工場の解体実施設計費並びに土壌調査費が国の補正予算の対象と

なったことから、年度内に予算化したが、年度内執行が不可能なことから、事業費を繰り越したものである。

款 4　衛生費

項 2　清掃費

目 5　ごみ処理施設等建設費

（単位　円）

既 収 入

特 定 財 源 国 庫 支 出 金 都 支 出 金 市 債 そ の 他

13 9,903,000 7,400,000 12,407,000

事 業 名

節
翌 年 度

繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

委 託 料 43,603,000

計 55,648,000

役 務 費 12,045,000

左 の 財 源 内 訳

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

27,824,00027,824,000

委 託 料 29,710,000

事 業 名

節
翌 年 度

繰 越 額

 31



学校施設の点検・保守（小学校費）

　第三小学校ほか19校の体育館の非構造部材耐震化に係る点検費及び工事費に対する国庫補助金が追加で認定され

たことから、年度内に予算化したが、年度内執行が不可能なことから、事業費を繰り越したものである。

款 10　教育費

項 2　学校運営費

目 1　小学校費

（単位　円）

既 収 入

特 定 財 源 国 庫 支 出 金 都 支 出 金 市 債 そ の 他

13

15

学校施設の点検・保守（中学校費）

　第四中学校ほか21校の体育館の非構造部材耐震化に係る点検費及び工事費に対する国庫補助金が追加で認定され

たことから、年度内に予算化したが、年度内執行が不可能なことから、事業費を繰り越したものである。

款 10　教育費

項 2　学校運営費

目 2　中学校費

（単位　円）

既 収 入

特 定 財 源 国 庫 支 出 金 都 支 出 金 市 債 そ の 他

13

15

事 業 名

節
翌 年 度

繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

事 業 名

節
翌 年 度

繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

4,219,000工事請負費 119,682,000

計 123,488,000

委 託 料 3,806,000

41,569,000 77,700,000

3,854,000工事請負費 124,463,000

計 128,650,000

委 託 料 4,187,000

43,296,000 81,500,000
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学校施設営繕工事（小学校費）

　七国小学校の体育館の吊り天井撤去改修工事を行うものであるが、工事費の一部について年度内執行が不可能なこ

とから、事業費を繰り越したものである。

款 10　教育費

項 2　学校運営費

目 1　小学校費

（単位　円）

既 収 入

特 定 財 源 国 庫 支 出 金 都 支 出 金 市 債 そ の 他

15 4,553,000 7,800,000 1,447,000

学校施設営繕工事（小学校費）

　第一小学校ほか2校のトイレ改修工事費及び由井第三小学校の校庭改修工事費が国の補正予算の対象となったこと、

また、第四小学校ほか1校の校舎及び体育館の改修工事費に対する国庫補助金が追加で認定されたことから、年度内

に予算化したが、年度内執行が不可能なことから、事業費を繰り越したものである。

款 10　教育費

項 2　学校運営費

目 1　小学校費

（単位　円）

既 収 入

特 定 財 源 国 庫 支 出 金 都 支 出 金 市 債 そ の 他

13

15

工事請負費 13,800,000

事 業 名

節
翌 年 度

繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

事 業 名

節
翌 年 度

繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

17,368,000工事請負費 245,501,000

計 251,027,000

委 託 料 5,526,000

64,159,000 169,500,000
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学校施設営繕工事（中学校費）

　第五中学校の体育館及び第四中学校ほか10校の武道場の吊り天井撤去改修工事を行うものであるが、工事費の一

部について年度内執行が不可能なことから、事業費を繰り越したものである。

款 10　教育費

項 2　学校運営費

目 2　中学校費

（単位　円）

既 収 入

特 定 財 源 国 庫 支 出 金 都 支 出 金 市 債 そ の 他

15 28,895,000 49,400,000 9,305,000

学校施設営繕工事（中学校費）

　第七中学校のトイレ改修工事費が国の補正予算の対象となったことから、年度内に予算化したが、年度内執行が不

可能なことから、事業費を繰り越したものである。

款 10　教育費

項 2　学校運営費

目 2　中学校費

（単位　円）

既 収 入

特 定 財 源 国 庫 支 出 金 都 支 出 金 市 債 そ の 他

13

15

工事請負費 87,600,000

事 業 名

節
翌 年 度

繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

事 業 名

節
翌 年 度

繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

3,116,000工事請負費 56,975,000

計 57,133,000

委 託 料 158,000

13,517,000 40,500,000
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特別支援学級設置（小学校費）

　椚田小学校ほか2校の特別支援学級設置工事費が国の補正予算の対象となったことから、年度内に予算化したが、

年度内執行が不可能なことから、事業費を繰り越したものである。

款 10　教育費

項 3　学校整備費

目 1　小学校費

（単位　円）

既 収 入

特 定 財 源 国 庫 支 出 金 都 支 出 金 市 債 そ の 他

11

13

15

18

特別支援学級設置（中学校費）

　四谷中学校ほか1校の特別支援学級設置工事費が国の補正予算の対象となったことから、年度内に予算化したが、

年度内執行が不可能なことから、事業費を繰り越したものである。

款 10　教育費

項 3　学校整備費

目 2　中学校費

（単位　円）

既 収 入

特 定 財 源 国 庫 支 出 金 都 支 出 金 市 債 そ の 他

11

13

15

18

事 業 名

節
翌 年 度

繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

事 業 名

節
翌 年 度

繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

4,720,000

委 託 料 225,000

工事請負費 53,727,000

備品購入費 1,500,000

計 55,602,000

需 用 費 150,000

17,182,000 33,700,000

3,683,000

委 託 料 150,000

工事請負費 47,266,000

備品購入費 1,000,000

計 48,516,000

需 用 費 100,000

15,133,000 29,700,000
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